
 芦屋市 法適用申請に対する処分個票 

ID: 5373
担当部署: 福祉部 監査指導課 

処分の概要 社会福祉法人の認可 

法 令 名

根 拠 条 項
社会福祉法 第32条 

法 令 番 号 昭和26年法律第45号 

【根拠条文】 

 (認可) 

第32条 所轄庁は、前条第1項の規定による認可の申請があつたときは、当該申請に係る社会

福祉法人の資産が第25条の要件に該当しているかどうか、その定款の内容及び設立の手続

が、法令の規定に違反していないかどうか等を審査した上で、当該定款の認可を決定しなけ

ればならない。 

【基準】 

 根拠条文に同じ。 

 「社会福祉法人の認可について」(平成12年12月1日付け障第890号、社援第2618号、老発第

794号、児発第908号)のうち別紙1社会福祉法人審査基準第1から第3まで及び「社会福祉法人

の認可について」(平成12年12月1日付け障企第59号、社援企第35号、老計第52号、児企第33

号)のうち別紙社会福祉法人審査要領第1から第3までによる。 

標準処理期間 60日 

備考

設 定 年 月 日 平成 28 年 4 月 1 日 最終変更年月日 令和 3 年 10 月 1 日 
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ID: 1783
担当部署: 福祉部 監査指導課 

処分の概要 評議員会の招集の許可 

法 令 名

根 拠 条 項
社会福祉法 第45条の9第5項 

法 令 番 号 昭和26年法律第45号 

【根拠条文】 

 (評議員会の運営) 

第45条の9  

5 次に掲げる場合には、前項の規定による請求をした評議員は、所轄庁の許可を得て、評議

員会を招集することができる。 

(1) 前項の規定による請求の後遅滞なく招集の手続が行われない場合 

(2) 前項の規定による請求があつた日から6週間(これを下回る期間を定款で定めた場合

にあつては、その期間)以内の日を評議員会の日とする評議員会の招集の通知が発せられ

ない場合 

【基準】 

 根拠条文に同じ。 

標準処理期間 15日 

備考

設 定 年 月 日 平成 29 年 4 月 1 日 最終変更年月日 平成 30 年 4 月 1 日 
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ID: 1784
担当部署: 福祉部 監査指導課 

処分の概要 定款の変更の認可 

法 令 名

根 拠 条 項
社会福祉法 第45条の36第2項 

法 令 番 号 昭和26年法律第45号 

【根拠条文】 

第45条の36 定款の変更は、評議員会の決議によらなければならない。 

2 定款の変更(厚生労働省令で定める事項に係るものを除く。)は、所轄庁の認可を受けなけ

れば、その効力を生じない。 

3 第32条の規定は、前項の認可について準用する。 

4 社会福祉法人は、第2項の厚生労働省令で定める事項に係る定款の変更をしたときは、遅滞

なくその旨を所轄庁に届け出なければならない。 

【基準】 

 根拠条文に同じ。 

標準処理期間 30日 

備考

設 定 年 月 日 平成 29 年 4 月 1 日 最終変更年月日 令和 3 年 10 月 1 日 
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ID: 5375
担当部署: 福祉部 監査指導課 

処分の概要 解散の認可及び認定 

法 令 名

根 拠 条 項
社会福祉法 第46条第2項 

法 令 番 号 昭和26年法律第45号 

【根拠条文】 

 (解散事由) 

第46条 社会福祉法人は、次の事由によつて解散する。 

(1) 理事の3分の2以上の同意及び定款でさらに評議員会の議決を要するものと定められ

ている場合には、その議決 

(2) 定款に定めた解散事由の発生 

(3) 目的たる事業の成功の不能 

(4) 合併 

(5) 破産手続開始の決定 

(6) 所轄庁の解散命令 

2 前項第1号又は第3号に掲げる事由による解散は、所轄庁の認可又は認定がなければ、その

効力を生じない。 

3 清算人は、第1項第2号又は第5号に掲げる事由によつて解散した場合には、遅滞なくその旨

を所轄庁に届け出なければならない。 

【基準】 

 根拠条文に同じ。 

標準処理期間 60日 

備考

事実関係の認定に難易差があること、また過去に実績がなく、あらかじめ期間を設定すること

が困難であるもの。 

設 定 年 月 日 平成 28 年 4 月 1 日 最終変更年月日 令和 3 年 10 月 1 日 
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ID: 1785
担当部署: 福祉部 監査指導課 

処分の概要 吸収合併の認可 

法 令 名

根 拠 条 項
社会福祉法 第50条第3項 

法 令 番 号 昭和26年法律第45号 

【根拠条文】 

(吸収合併の効力の発生等) 

第50条 社会福祉法人の吸収合併は、吸収合併存続社会福祉法人の主たる事務所の所在地に

おいて合併の登記をすることによつて、その効力を生ずる。 

2 吸収合併存続社会福祉法人は、吸収合併の登記の日に、吸収合併消滅社会福祉法人の一切

の権利義務(当該吸収合併消滅社会福祉法人がその行う事業に関し行政庁の認可その他の

処分に基づいて有する権利義務を含む。)を承継する。 

3 吸収合併は、所轄庁の認可を受けなければ、その効力を生じない。 

4 第32条の規定は、前項の認可について準用する。 

【基準】 

 根拠条文に同じ。 

標準処理期間 40日 

備考

設 定 年 月 日 平成 29 年 4 月 1 日 最終変更年月日 平成 30 年 4 月 1 日 
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ID: 1786
担当部署: 福祉部 監査指導課 

処分の概要 新設合併の認可 

法 令 名

根 拠 条 項
社会福祉法 第54条の6第2項 

法 令 番 号 昭和26年法律第45号 

【根拠条文】 

(新設合併の効力の発生等) 

第54条の6 新設合併設立社会福祉法人は、その成立の日に、新設合併消滅社会福祉法人の一

切の権利義務(当該新設合併消滅社会福祉法人がその行う事業に関し行政庁の認可その他

の処分に基づいて有する権利義務を含む。)を承継する。 

2 新設合併は、所轄庁の認可を受けなければ、その効力を生じない。 

3 第32条の規定は、前項の認可について準用する。 

【基準】 

 根拠条文に同じ。 

標準処理期間 40日 

備考

設 定 年 月 日 平成 29 年 4 月 1 日 最終変更年月日 平成 30 年 4 月 1 日 
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ID: 1787
担当部署: 福祉部 監査指導課 

処分の概要 社会福祉充実計画の承認 

法 令 名

根 拠 条 項
社会福祉法 第55条の2第1項 

法 令 番 号 昭和26年法律第45号 

【根拠条文】 

(社会福祉充実計画の承認) 

第55条の2 社会福祉法人は、毎会計年度において、第1号に掲げる額が第2号に掲げる額を超

えるときは、厚生労働省令で定めるところにより、当該会計年度の前会計年度の末日(同号

において「基準日」という。)において現に行つている社会福祉事業若しくは公益事業(以下

この項及び第3項第1号において「既存事業」という。)の充実又は既存事業以外の社会福祉

事業若しくは公益事業(同項第1号において「新規事業」という。)の実施に関する計画(以下

「社会福祉充実計画」という。)を作成し、これを所轄庁に提出して、その承認を受けなけ

ればならない。ただし、当該会計年度前の会計年度において作成した第11項に規定する承認

社会福祉充実計画の実施期間中は、この限りでない。 

(1) 当該会計年度の前会計年度に係る貸借対照表の資産の部に計上した額から負債の部

に計上した額を控除して得た額 

(2) 基準日において現に行つている事業を継続するために必要な財産の額として厚生労

働省令で定めるところにより算定した額 

2 前項の承認の申請は、第59条の規定による届出と同時に行わなければならない。 

3 社会福祉充実計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

(1) 既存事業(充実する部分に限る。)又は新規事業(以下この条において「社会福祉充実事

業」という。)の規模及び内容 

(2) 社会福祉充実事業を行う区域(以下この条において「事業区域」という。) 

(3) 社会福祉充実事業の実施に要する費用の額(第5項において「事業費」という。) 

(4) 第1項第1号に掲げる額から同項第2号に掲げる額を控除して得た額(第5項及び第9項

第1号において「社会福祉充実残額」という。) 

(5) 社会福祉充実計画の実施期間 

(6) その他厚生労働省令で定める事項 

4 社会福祉法人は、前項第1号に掲げる事項の記載に当たつては、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、次に掲げる事業の順にその実施について検討し、行う事業を記載しなければなら

ない。 

(1) 社会福祉事業又は公益事業(第2条第4項第4号に掲げる事業に限る。) 

(2) 公益事業(第2条第4項第4号に掲げる事業を除き、日常生活又は社会生活上の支援を必

要とする事業区域の住民に対し、無料又は低額な料金で、その需要に応じた福祉サービス

を提供するものに限る。第6項及び第9項第3号において「地域公益事業」という。) 

(3) 公益事業(前2号に掲げる事業を除く。) 

5 社会福祉法人は、社会福祉充実計画の作成に当たつては、事業費及び社会福祉充実残額に

ついて、公認会計士、税理士その他財務に関する専門的な知識経験を有する者として厚生労

働省令で定める者の意見を聴かなければならない。 

6 社会福祉法人は、地域公益事業を行う社会福祉充実計画の作成に当たつては、当該地域公

益事業の内容及び事業区域における需要について、当該事業区域の住民その他の関係者の
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意見を聴かなければならない。 

7 社会福祉充実計画は、評議員会の承認を受けなければならない。 

8 所轄庁は、社会福祉法人に対し、社会福祉充実計画の作成及び円滑かつ確実な実施に関し

必要な助言その他の支援を行うものとする。 

9 所轄庁は、第1項の承認の申請があつた場合において、当該申請に係る社会福祉充実計画

が、次の各号に掲げる要件のいずれにも適合するものであると認めるときは、その承認をす

るものとする。 

(1) 社会福祉充実事業として記載されている社会福祉事業又は公益事業の規模及び内容

が、社会福祉充実残額に照らして適切なものであること。 

(2) 社会福祉充実事業として社会福祉事業が記載されている場合にあつては、その規模及

び内容が、当該社会福祉事業に係る事業区域における需要及び供給の見通しに照らして

適切なものであること。 

(3) 社会福祉充実事業として地域公益事業が記載されている場合にあつては、その規模及

び内容が、当該地域公益事業に係る事業区域における需要に照らして適切なものである

こと。 

(4) その他厚生労働省令で定める要件に適合するものであること。 

10 所轄庁は、社会福祉充実計画が前項第2号及び第3号に適合しているかどうかを調査する

ため必要があると認めるときは、関係地方公共団体の長に対して、資料の提供その他必要な

協力を求めることができる。 

11 第1項の承認を受けた社会福祉法人は、同項の承認があつた社会福祉充実計画(次条第1項

の変更の承認があつたときは、その変更後のもの。同項及び第55条の4において「承認社会

福祉充実計画」という。)に従つて事業を行わなければならない。 

【基準】 

 根拠条文に同じ。 

標準処理期間 30日 

備考

設 定 年 月 日 平成 29 年 4 月 1 日 最終変更年月日 平成 30 年 4 月 1 日 
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ID: 1788
担当部署: 福祉部 監査指導課 

処分の概要 社会福祉充実計画の変更の承認 

法 令 名

根 拠 条 項
社会福祉法 第55条の3第1項 

法 令 番 号 昭和26年法律第45号 

【根拠条文】 

(社会福祉充実計画の変更) 

第55条の3 前条第1項の承認を受けた社会福祉法人は、承認社会福祉充実計画の変更をしよ

うとするときは、厚生労働省令で定めるところにより、あらかじめ、所轄庁の承認を受けな

ければならない。ただし、厚生労働省令で定める軽微な変更については、この限りでない。

2 前条第1項の承認を受けた社会福祉法人は、前項ただし書の厚生労働省令で定める軽微な

変更をしたときは、厚生労働省令で定めるところにより、遅滞なく、その旨を所轄庁に届け

出なければならない。 

3 前条第3項から第10項までの規定は、第1項の変更の申請について準用する。 

【基準】 

 根拠条文に同じ。 

標準処理期間 20日 

備考

設 定 年 月 日 平成 29 年 4 月 1 日 最終変更年月日 平成 30 年 4 月 1 日 
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ID: 1789
担当部署: 福祉部 監査指導課 

処分の概要 社会福祉充実計画の終了の承認 

法 令 名

根 拠 条 項
社会福祉法 第55条の4 

法 令 番 号 昭和26年法律第45号 

【根拠条文】 

(社会福祉充実計画の終了) 

第55条の4 第55条の2第1項の承認を受けた社会福祉法人は、やむを得ない事由により承認社

会福祉充実計画に従つて事業を行うことが困難であるときは、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、あらかじめ、所轄庁の承認を受けて、当該承認社会福祉充実計画を終了すること

ができる。 

【基準】 

 根拠条文に同じ。 

標準処理期間 30日 

備考

設 定 年 月 日 平成 29 年 4 月 1 日 最終変更年月日 平成 30 年 4 月 1 日 
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ID: 1909
担当部署: 福祉部 監査指導課 

処分の概要 社会福祉連携推進法人の認定 

法 令 名

根 拠 条 項
社会福祉法 第125条 

法 令 番 号 昭和26年法律第45号 

【根拠条文】 

(社会福祉連携推進法人の認定) 

第125条 次に掲げる業務(以下この章において「社会福祉連携推進業務」という。)を行おう

とする一般社団法人は、第127条各号に掲げる基準に適合する一般社団法人であることにつ

いての所轄庁の認定を受けることができる。 

(1) 地域福祉の推進に係る取組を社員が共同して行うための支援 

(2) 災害が発生した場合における社員(社会福祉事業を経営する者に限る。次号、第5号及

び第6号において同じ。)が提供する福祉サービスの利用者の安全を社員が共同して確保

するための支援 

(3) 社員が経営する社会福祉事業の経営方法に関する知識の共有を図るための支援 

(4) 資金の貸付けその他の社員(社会福祉法人に限る。)が社会福祉事業に係る業務を行う

のに必要な資金を調達するための支援として厚生労働省令で定めるもの 

(5) 社員が経営する社会福祉事業の従事者の確保のための支援及びその資質の向上を図

るための研修 

(6) 社員が経営する社会福祉事業に必要な設備又は物資の供給 

【基準】 

 根拠条文、法第127条及び第128条の規定による。 

(認定の基準) 

第127条 所轄庁は、社会福祉連携推進認定の申請をした一般社団法人が次に掲げる基準に適

合すると認めるときは、当該法人について社会福祉連携推進認定をすることができる。 

(1) その設立の目的について、社員の社会福祉に係る業務の連携を推進し、並びに地域に

おける良質かつ適切な福祉サービスの提供及び社会福祉法人の経営基盤の強化に資する

ことが主たる目的であること。 

(2) 社員の構成について、社会福祉法人その他社会福祉事業を経営する者又は社会福祉法

人の経営基盤を強化するために必要な者として厚生労働省令で定める者を社員とし、社

会福祉法人である社員の数が社員の過半数であること。 

(3) 社会福祉連携推進業務を適切かつ確実に行うに足りる知識及び能力並びに財産的基

礎を有するものであること。 

(4) 社員の資格の得喪に関して、第1号の目的に照らし、不当に差別的な取扱いをする条件

その他の不当な条件を付していないものであること。 

(5) 定款において、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第11条第1項各号に掲げ

る事項のほか、次に掲げる事項を記載し、又は記録していること。 

イ 社員が社員総会において行使できる議決権の数、議決権を行使することができる事

項、議決権の行使の条件その他厚生労働省令で定める社員の議決権に関する事項 

ロ 役員について、次に掲げる事項 

(1) 理事6人以上及び監事2人以上を置く旨 
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(2) 理事のうちに、各理事について、その配偶者又は3親等以内の親族その他各理事と

厚生労働省令で定める特殊の関係がある者が3人を超えて含まれず、並びに当該理事

並びにその配偶者及び3親等以内の親族その他各理事と厚生労働省令で定める特殊

の関係がある者が理事の総数の3分の1を超えて含まれないこととする旨 

(3) 監事のうちに、各役員について、その配偶者又は3親等以内の親族その他各役員と

厚生労働省令で定める特殊の関係がある者が含まれないこととする旨 

(4) 理事又は監事について、社会福祉連携推進業務について識見を有する者その他厚

生労働省令で定める者を含むこととする旨 

ハ 代表理事を1人置く旨 

ニ 理事会を置く旨及びその理事会に関する事項 

ホ その事業の規模が政令で定める基準を超える一般社団法人においては、次に掲げる

事項 

(1) 理事の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他

当該一般社団法人の業務の適正を確保するために必要なものとして厚生労働省令で

定める体制の整備に関する事項は理事会において決議すべき事項である旨 

(2) 会計監査人を置く旨及び会計監査人が監査する事項その他厚生労働省令で定め

る事項 

ヘ 次に掲げる要件を満たす評議会(第136条において「社会福祉連携推進評議会」とい

う。)を置く旨並びにその構成員の選任及び解任の方法 

(1) 福祉サービスを受ける立場にある者、社会福祉に関する団体、学識経験を有する

者その他の関係者をもつて構成していること。 

(2) 当該一般社団法人がトの承認をするに当たり、必要があると認めるときは、社員

総会及び理事会において意見を述べることができるものであること。 

(3) 社会福祉連携推進方針に照らし、当該一般社団法人の業務の実施の状況について

評価を行い、必要があると認めるときは、社員総会及び理事会において意見を述べる

ことができるものであること。 

ト 第125条第4号の支援を受ける社会福祉法人である社員が当該社会福祉法人の予算の

決定又は変更その他厚生労働省令で定める事項を決定するに当たつては、あらかじめ、

当該一般社団法人の承認を受けなければならないこととする旨 

チ 資産に関する事項 

リ 会計に関する事項 

ヌ 解散に関する事項 

ル 第145条第1項又は第2項の規定による社会福祉連携推進認定の取消しの処分を受け

た場合において、第146条第2項に規定する社会福祉連携推進目的取得財産残額がある

ときは、これに相当する額の財産を当該社会福祉連携推進認定の取消しの処分の日か

ら1月以内に国、地方公共団体又は次条第1号イに規定する社会福祉連携推進法人、社会

福祉法人その他の厚生労働省令で定める者(ヲにおいて「国等」という。)に贈与する旨

ヲ 清算をする場合において残余財産を国等に帰属させる旨 

ワ 定款の変更に関する事項 

(6) 前各号に掲げるもののほか、社会福祉連携推進業務を適切に行うために必要なものと

して厚生労働省令で定める要件に該当するものであること。 

(欠格事由) 

第128条 次の各号のいずれかに該当する一般社団法人は、社会福祉連携推進認定を受けるこ

とができない。 

(1) その理事及び監事のうちに、次のいずれかに該当する者があるもの 

イ 社会福祉連携推進認定を受けた一般社団法人(以下この章、第155条第1項及び第165
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条において「社会福祉連携推進法人」という。)が第145条第1項又は第2項の規定により

社会福祉連携推進認定を取り消された場合において、その取消しの原因となつた事実

があつた日以前1年内に当該社会福祉連携推進法人の業務を行う理事であつた者でそ

の取消しの日から5年を経過しないもの 

ロ この法律その他社会福祉に関する法律で政令で定めるものの規定により罰金以上の

刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなつた日から5年を経

過しない者(ハに該当する者を除く。) 

ハ 禁錮以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又は刑の執行を受けることがなく

なつた日から5年を経過しない者 

ニ 暴力団員等 

(2) 第145条第1項又は第2項の規定により社会福祉連携推進認定を取り消され、その取消

しの日から5年を経過しないもの 

(3) 暴力団員等がその事業活動を支配するもの 

標準処理期間 60日 

備考

設 定 年 月 日 令和 4 年 10 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1910
担当部署: 福祉部 監査指導課 

処分の概要 社会福祉連携推進法人の定款の変更の認可 

法 令 名

根 拠 条 項
社会福祉法 第139条第1項 

法 令 番 号 昭和26年法律第45号 

【根拠条文】 

(定款の変更等) 

第139条 定款の変更(厚生労働省令で定める事項に係るものを除く。)は、社会福祉連携推進

認定をした所轄庁(以下この章において「認定所轄庁」という。)の認可を受けなければ、そ

の効力を生じない。 

2 認定所轄庁は、前項の規定による認可の申請があつたときは、その定款の内容が法令の規

定に違反していないかどうか等を審査した上で、当該定款の認可を決定しなければならな

い。 

3 社会福祉連携推進法人は、第1項の厚生労働省令で定める事項に係る定款の変更をしたと

きは、遅滞なくその旨を認定所轄庁に届け出なければならない。 

4 第34条の2第3項の規定は、社会福祉連携推進法人の定款の閲覧について準用する。この場

合において、同項中「評議員」とあるのは、「社員」と読み替えるものとする。 

【基準】 

 根拠条文に同じ。 

標準処理期間 30日 

備考

設 定 年 月 日 令和 4 年 10 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1911
担当部署: 福祉部 監査指導課 

処分の概要 社会福祉連携推進方針の変更の認定 

法 令 名

根 拠 条 項
社会福祉法 第140条 

法 令 番 号 昭和26年法律第45号 

【根拠条文】 

(社会福祉連携推進方針の変更) 

第140条 社会福祉連携推進法人は、社会福祉連携推進方針を変更しようとするときは、認定

所轄庁の認定を受けなければならない。 

【基準】 

 根拠条文に同じ。 

標準処理期間 30日 

備考

設 定 年 月 日 令和 4 年 10 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1912
担当部署: 福祉部 監査指導課 

処分の概要 社会福祉連携推進法人の代表理事の選定及び解職の認可 

法 令 名

根 拠 条 項
社会福祉法 第142条 

法 令 番 号 昭和26年法律第45号 

【根拠条文】 

(代表理事の選定及び解職) 

第142条 代表理事の選定及び解職は、認定所轄庁の認可を受けなければ、その効力を生じな

い。 

【基準】 

 根拠条文に同じ。 

標準処理期間 30日 

備考

設 定 年 月 日 令和 4 年 10 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 504
担当部署: 福祉部 監査指導課 

処分の概要 指定地域密着型サービス事業者の指定 

法 令 名

根 拠 条 項
介護保険法 第78条の2第1項 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【根拠条文】 

 (指定地域密着型サービス事業者の指定) 

第78条の2 第42条の2第1項本文の指定は、厚生労働省令で定めるところにより、地域密着型

サービス事業を行う者(地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を行う事業にあって

は、老人福祉法第20条の5に規定する特別養護老人ホームのうち、その入所定員が29人以下

であって市町村の条例で定める数であるものの開設者)の申請により、地域密着型サービス

の種類及び当該地域密着型サービスの種類に係る地域密着型サービス事業を行う事業所

(第78条の13第1項及び第78条の14第1項を除き、以下この節において「事業所」という。)ご

とに行い、当該指定をする市町村長がその長である市町村が行う介護保険の被保険者(特定

地域密着型サービスに係る指定にあっては、当該市町村の区域内に所在する住所地特例対

象施設に入所等をしている住所地特例適用要介護被保険者を含む。)に対する地域密着型介

護サービス費及び特例地域密着型介護サービス費の支給について、その効力を有する。 

【基準】 

 根拠条文、法第78条の2第4項及び第6項の規定による。 

 (指定地域密着型サービス事業者の指定) 

第78条の2  

4 市町村長は、第1項の申請があった場合において、次の各号(病院又は診療所により行われ

る複合型サービス(厚生労働省令で定めるものに限る。第6項において同じ。)に係る指定の

申請にあっては、第6号の2、第6号の3、第10号及び第12号を除く。)のいずれかに該当する

ときは、第42条の2第1項本文の指定をしてはならない。 

(1) 申請者が市町村の条例で定める者でないとき。 

(2) 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第78条の4第1項の市町

村の条例で定める基準若しくは同項の市町村の条例で定める員数又は同条第5項に規定

する指定地域密着型サービスに従事する従業者に関する基準を満たしていないとき。 

(3) 申請者が、第78条の4第2項又は第5項に規定する指定地域密着型サービスの事業の設

備及び運営に関する基準に従って適正な地域密着型サービス事業の運営をすることがで

きないと認められるとき。 

(4) 当該申請に係る事業所が当該市町村の区域の外にある場合であって、その所在地の市

町村長(以下この条において「所在地市町村長」という。)の同意を得ていないとき。 

(4)の2 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることが

なくなるまでの者であるとき。 

(5) 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定める

ものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなく

なるまでの者であるとき。 

(5)の2 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に

処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 



 芦屋市 法適用申請に対する処分個票 

(5)の3 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義務を定めた

法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理由なく3月

以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保険料等の全てを引

き続き滞納している者であるとき。 

(6) 申請者(認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密

着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。)が、第78条の10(第2

号から第5号までを除く。)の規定により指定(認知症対応型共同生活介護、地域密着型特

定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定を除

く。)を取り消され、その取消しの日から起算して5年を経過しない者(当該指定を取り消

された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第15条の規

定による通知があった日前60日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日か

ら起算して5年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所

である場合においては、当該通知があった日前60日以内に当該事業所の管理者であった

者で当該取消しの日から起算して5年を経過しないものを含む。)であるとき。ただし、当

該指定の取消しが、指定地域密着型サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取

消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定地域密着

型サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に

関して当該指定地域密着型サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号

本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるも

のとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

(6)の2 申請者(認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域

密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限る。)が、第78条の10(第

2号から第5号までを除く。)の規定により指定(認知症対応型共同生活介護、地域密着型特

定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定に限

る。)を取り消され、その取消しの日から起算して5年を経過しない者(当該指定を取り消

された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第15条の規

定による通知があった日前60日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日か

ら起算して5年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所

である場合においては、当該通知があった日前60日以内に当該事業所の管理者であった

者で当該取消しの日から起算して5年を経過しないものを含む。)であるとき。ただし、当

該指定の取消しが、指定地域密着型サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取

消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定地域密着

型サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に

関して当該指定地域密着型サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号

本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるも

のとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

(6)の3 申請者と密接な関係を有する者(地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に

係る指定の申請者と密接な関係を有する者を除く。)が、第78条の10(第2号から第5号まで

を除く。)の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して5年を経過してい

ないとき。ただし、当該指定の取消しが、指定地域密着型サービス事業者の指定の取消し

のうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するため

の当該指定地域密着型サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況

その他の当該事実に関して当該指定地域密着型サービス事業者が有していた責任の程度

を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当で

あると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

(7) 申請者が、第78条の10(第2号から第5号までを除く。)の規定による指定の取消しの処
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分に係る行政手続法第15条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分

をしないことを決定する日までの間に第78条の5第2項の規定による事業の廃止の届出を

した者(当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。)又は第78条の8の規定によ

る指定の辞退をした者(当該指定の辞退について相当の理由がある者を除く。)で、当該届

出又は指定の辞退の日から起算して5年を経過しないものであるとき。 

(7)の2 前号に規定する期間内に第78条の5第2項の規定による事業の廃止の届出又は第78

条の8の規定による指定の辞退があった場合において、申請者が、同号の通知の日前60日

以内に当該届出に係る法人(当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。)の

役員等若しくは当該届出に係る法人でない事業所(当該事業の廃止について相当の理由

があるものを除く。)の管理者であった者又は当該指定の辞退に係る法人(当該指定の辞

退について相当の理由がある法人を除く。)の役員等若しくは当該指定の辞退に係る法人

でない事業所(当該指定の辞退について相当の理由があるものを除く。)の管理者であっ

た者で、当該届出又は指定の辞退の日から起算して5年を経過しないものであるとき。 

(8) 申請者が、指定の申請前5年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為

をした者であるとき。 

(9) 申請者(認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密

着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。)が、法人で、その役

員等のうちに第4号の2から第6号まで又は前3号のいずれかに該当する者のあるものであ

るとき。 

(10) 申請者(認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密

着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限る。)が、法人で、その役

員等のうちに第4号の2から第5号の3まで、第6号の2又は第7号から第8号までのいずれか

に該当する者のあるものであるとき。 

(11) 申請者(認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密

着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。)が、法人でない事業

所で、その管理者が第4号の2から第6号まで又は第7号から第8号までのいずれかに該当す

る者であるとき。 

(12) 申請者(認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密

着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限る。)が、法人でない事業

所で、その管理者が第4号の2から第5号の3まで、第6号の2又は第7号から第8号までのいず

れかに該当する者であるとき。 

6 市町村長は、第1項の申請があった場合において、次の各号(病院又は診療所により行われ

る複合型サービスに係る指定の申請にあっては、第1号の2、第1号の3、第3号の2及び第3号

の4から第5号までを除く。)のいずれかに該当するときは、第42条の2第1項本文の指定をし

ないことができる。 

(1) 申請者(認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密

着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。)が、第78条の10第2号

から第5号までの規定により指定(認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居

者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定を除く。)を取り

消され、その取消しの日から起算して5年を経過しない者(当該指定を取り消された者が

法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第15条の規定による通

知があった日前60日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して

5年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合

においては、当該通知があった日前60日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取

消しの日から起算して5年を経過しないものを含む。)であるとき。 
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(1)の2 申請者(認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域

密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限る。)が、第78条の10第

2号から第5号までの規定により指定(認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入

居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定に限る。)を取

り消され、その取消しの日から起算して5年を経過しない者(当該指定を取り消された者

が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第15条の規定による

通知があった日前60日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算し

て5年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場

合においては、当該通知があった日前60日以内に当該事業所の管理者であった者で当該

取消しの日から起算して5年を経過しないものを含む。)であるとき。 

(1)の3 申請者と密接な関係を有する者(地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に

係る指定の申請者と密接な関係を有する者を除く。)が、第78条の10第2号から第5号まで

の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して5年を経過していないと

き。 

(2) 申請者が、第78条の10第2号から第5号までの規定による指定の取消しの処分に係る行

政手続法第15条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないこ

とを決定する日までの間に第78条の5第2項の規定による事業の廃止の届出をした者(当

該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。)又は第78条の8の規定による指定の

辞退をした者(当該指定の辞退について相当の理由がある者を除く。)で、当該届出又は指

定の辞退の日から起算して5年を経過しないものであるとき。 

(2)の2 申請者が、第78条の7第1項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日(当

該検査の結果に基づき第78条の10の規定による指定の取消しの処分に係る聴聞を行うか

否かの決定をすることが見込まれる日として厚生労働省令で定めるところにより市町村

長が当該申請者に当該検査が行われた日から10日以内に特定の日を通知した場合におけ

る当該特定の日をいう。)までの間に第78条の5第2項の規定による事業の廃止の届出をし

た者(当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。)又は第78条の8の規定による

指定の辞退をした者(当該指定の辞退について相当の理由がある者を除く。)で、当該届出

又は指定の辞退の日から起算して5年を経過しないものであるとき。 

(2)の3 第2号に規定する期間内に第78条の5第2項の規定による事業の廃止の届出又は第

78条の8の規定による指定の辞退があった場合において、申請者が、同号の通知の日前60

日以内に当該届出に係る法人(当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。)

の役員等若しくは当該届出に係る法人でない事業所(当該事業の廃止について相当の理

由があるものを除く。)の管理者であった者又は当該指定の辞退に係る法人(当該指定の

辞退について相当の理由がある法人を除く。)の役員等若しくは当該指定の辞退に係る法

人でない事業所(当該指定の辞退について相当の理由があるものを除く。)の管理者であ

った者で、当該届出又は指定の辞退の日から起算して5年を経過しないものであるとき。

(3) 申請者(認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密

着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。)が、法人で、その役

員等のうちに第1号又は前3号のいずれかに該当する者のあるものであるとき。 

(3)の2 申請者(認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域

密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限る。)が、法人で、その

役員等のうちに第1号の2又は第2号から第2号の3までのいずれかに該当する者のあるも

のであるとき。 

(3)の3 申請者(認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域

密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。)が、法人でない事

業所で、その管理者が第1号又は第2号から第2号の3までのいずれかに該当する者である
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とき。 

(3)の4 申請者(認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域

密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限る。)が、法人でない事

業所で、その管理者が第1号の2又は第2号から第2号の3までのいずれかに該当する者であ

るとき。 

(4) 認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護

老人福祉施設入所者生活介護につき第1項の申請があった場合において、当該市町村又は

当該申請に係る事業所の所在地を含む区域(第117条第2項第1号の規定により当該市町村

が定める区域とする。以下この号及び次号イにおいて「日常生活圏域」という。)におけ

る当該地域密着型サービスの利用定員の総数が、同条第1項の規定により当該市町村が定

める市町村介護保険事業計画において定める当該市町村又は当該日常生活圏域における

当該地域密着型サービスの必要利用定員総数に既に達しているか、又は当該申請に係る

事業者の指定によってこれを超えることになると認めるとき、その他の当該市町村介護

保険事業計画の達成に支障を生ずるおそれがあると認めるとき。 

(5) 地域密着型通所介護その他の厚生労働省令で定める地域密着型サービスにつき第1項

の申請があった場合において、第42条の2第1項本文の指定を受けて定期巡回・随時対応型

訪問介護看護等(認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護及び地

域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護以外の地域密着型サービスであって、定期巡

回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護その他の厚生労働省令で定めるも

のをいう。)の事業を行う者の当該指定に係る当該事業を行う事業所(イにおいて「定期巡

回・随時対応型訪問介護看護等事業所」という。)が当該市町村の区域にある場合その他

の厚生労働省令で定める場合に該当し、かつ、当該市町村長が次のいずれかに該当すると

認めるとき。 

イ 当該市町村又は当該定期巡回・随時対応型訪問介護看護等事業所の所在地を含む日

常生活圏域における地域密着型サービス(地域密着型通所介護その他の厚生労働省令

で定めるものに限る。以下このイにおいて同じ。)の種類ごとの量が、第117条第1項の

規定により当該市町村が定める市町村介護保険事業計画において定める当該市町村又

は当該日常生活圏域における当該地域密着型サービスの種類ごとの見込量に既に達し

ているか、又は当該申請に係る事業者の指定によってこれを超えることになるとき。 

ロ その他第117条第1項の規定により当該市町村が定める市町村介護保険事業計画の達

成に支障を生ずるおそれがあるとき。 

標準処理期間 30日 

備考

設 定 年 月 日 平成 28 年 4 月 1 日 最終変更年月日 平成 30 年 4 月 1 日 
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ID: 505
担当部署: 福祉部 監査指導課 

処分の概要 指定地域密着型サービス事業者の指定の更新(第70条の2の準用) 

法 令 名

根 拠 条 項
介護保険法 第78条の12 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【根拠条文】 

 (指定の更新) 

第70条の2 第41条第1項本文の指定は、6年ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過

によって、その効力を失う。 

2 前項の更新の申請があった場合において、同項の期間(以下この条において「指定の有効期

間」という。)の満了の日までにその申請に対する処分がされないときは、従前の指定は、

指定の有効期間の満了後もその処分がされるまでの間は、なおその効力を有する。 

3 前項の場合において、指定の更新がされたときは、その指定の有効期間は、従前の指定の有

効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。 

4 前条の規定は、第1項の指定の更新について準用する。 

 (準用) 

第78条の12 第70条の2、第71条及び第72条の規定は、第42条の2第1項本文の指定について準

用する。この場合において、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。 

【基準】 

 根拠条文に同じ。 

標準処理期間 30日 

備考

設 定 年 月 日 平成 28 年 4 月 1 日 最終変更年月日 平成 30 年 4 月 1 日 
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ID: 1595
担当部署: 福祉部 監査指導課 

処分の概要 複合型サービスに係る指定地域密着型サービス事業者の公募指定 

法 令 名

根 拠 条 項
介護保険法 第78条の13第1項 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【根拠条文】 

 (公募指定) 

第78条の13 市町村長は、第117条第1項の規定により当該市町村が定める市町村介護保険事

業計画において定める当該市町村又は同条第2項第1号の規定により当該市町村が定める区

域における定期巡回・随時対応型訪問介護看護等(認知症対応型共同生活介護、地域密着型

特定施設入居者生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護以外の地域密着

型サービスであって、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護その他

の厚生労働省令で定めるものをいう。以下この項において同じ。)の見込量の確保及び質の

向上のために特に必要があると認めるときは、その定める期間(以下「市町村長指定期間」

という。)中は、当該見込量の確保のため公募により第42条の2第1項本文の指定を行うこと

が適当な区域として定める区域(以下「市町村長指定区域」という。)に所在する事業所(定

期巡回・随時対応型訪問介護看護等のうち当該市町村長が定めるもの(以下「市町村長指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護等」という。)の事業を行う事業所に限る。以下「市町

村長指定区域・サービス事業所」という。)に係る同項本文の指定を、公募により行うもの

とする。 

【基準】 

 根拠条文に同じ。 

標準処理期間 30日 

備考

設 定 年 月 日 平成 28 年 4 月 1 日 最終変更年月日 平成 30 年 4 月 1 日 
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ID: 1809
担当部署: 福祉部 監査指導課 

処分の概要 指定居宅介護支援事業者の指定 

法 令 名

根 拠 条 項
介護保険法 第79条 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【根拠条文】 

 (指定居宅介護支援事業者の指定) 

第79条 第46条第1項の指定は、厚生労働省令で定めるところにより、居宅介護支援事業を行

う者の申請により、居宅介護支援事業を行う事業所(以下この節において単に「事業所」と

いう。)ごとに行う。 

2 市町村長は、前項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該当するときは、

第46条第1項の指定をしてはならない。 

(1) 申請者が市町村の条例で定める者でないとき。 

(2) 当該申請に係る事業所の介護支援専門員の人員が、第81条第1項の市町村の条例で定

める員数を満たしていないとき。 

(3) 申請者が、第81条第2項に規定する指定居宅介護支援の事業の運営に関する基準に従

って適正な居宅介護支援事業の運営をすることができないと認められるとき。 

(3)の2 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることが

なくなるまでの者であるとき。 

(4) 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定める

ものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなく

なるまでの者であるとき。 

(4)の2 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に

処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

(4)の3 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義務を定めた

法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理由なく3月

以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保険料等の全てを引

き続き滞納している者であるとき。 

(5) 申請者が、第84条第1項又は第115条の35第6項の規定により指定を取り消され、その取

消しの日から起算して5年を経過しない者(当該指定を取り消された者が法人である場合

においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第15条の規定による通知があった日前

60日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して5年を経過しな

いものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合においては、当

該通知があった日前60日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起

算して5年を経過しないものを含む。)であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定居

宅介護支援事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及

び当該事実の発生を防止するための当該指定居宅介護支援事業者による業務管理体制の

整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定居宅介護支援事業者が有

していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこと

とすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する

場合を除く。 

(5)の2 申請者と密接な関係を有する者が、第84条第1項又は第115条の35第6項の規定によ
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り指定を取り消され、その取消しの日から起算して5年を経過していないとき。ただし、

当該指定の取消しが、指定居宅介護支援事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消し

の処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定居宅介護支援

事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該

指定居宅介護支援事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指

定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働

省令で定めるものに該当する場合を除く。 

(6) 申請者が、第84条第1項又は第115条の35第6項の規定による指定の取消しの処分に係

る行政手続法第15条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしな

いことを決定する日までの間に第82条第2項の規定による事業の廃止の届出をした者(当

該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。)で、当該届出の日から起算して5年を

経過しないものであるとき。 

(6)の2 申請者が、第83条第1項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日(当該

検査の結果に基づき第84条第1項の規定による指定の取消しの処分に係る聴聞を行うか

否かの決定をすることが見込まれる日として厚生労働省令で定めるところにより市町村

長が当該申請者に当該検査が行われた日から10日以内に特定の日を通知した場合におけ

る当該特定の日をいう。)までの間に第82条第2項の規定による事業の廃止の届出をした

者(当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。)で、当該届出の日から起算して

5年を経過しないものであるとき。 

(6)の3 第6号に規定する期間内に第82条第2項の規定による事業の廃止の届出があった場

合において、申請者が、同号の通知の日前60日以内に当該届出に係る法人(当該事業の廃

止について相当の理由がある法人を除く。)の役員等又は当該届出に係る法人でない事業

所(当該事業の廃止について相当の理由があるものを除く。)の管理者であった者で、当該

届出の日から起算して5年を経過しないものであるとき。 

(7) 申請者が、指定の申請前5年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為

をした者であるとき。 

(8) 申請者が、法人で、その役員等のうちに第3号の2から第5号まで又は第6号から前号ま

でのいずれかに該当する者のあるものであるとき。 

(9) 申請者が、法人でない事業所で、その管理者が第3号の2から第5号まで又は第6号から

第7号までのいずれかに該当する者であるとき。 

3 市町村が前項第1号の条例を定めるに当たっては、厚生労働省令で定める基準に従い定め

るものとする。 

【基準】 

 根拠条文に同じ。 

標準処理期間 30日 

備考

設 定 年 月 日 平成 30 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1810
担当部署: 福祉部 監査指導課 

処分の概要 指定居宅介護支援事業者の指定の更新 

法 令 名

根 拠 条 項
介護保険法 第79条の2第1項 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【根拠条文】 

 (指定の更新) 

第79条の2 第46条第1項の指定は、6年ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過によ

って、その効力を失う。 

2 前項の更新の申請があった場合において、同項の期間(以下この条において「指定の有効期

間」という。)の満了の日までにその申請に対する処分がされないときは、従前の指定は、

指定の有効期間の満了後もその処分がされるまでの間は、なおその効力を有する。 

3 前項の場合において、指定の更新がされたときは、その指定の有効期間は、従前の指定の

有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。 

4 前条の規定は、第1項の指定の更新について準用する。 

【基準】 

 根拠条文に同じ。 

標準処理期間 30日 

備考

設 定 年 月 日 平成 30 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 506
担当部署: 福祉部 監査指導課 

処分の概要 指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定 

法 令 名

根 拠 条 項
介護保険法 第115条の12第1項 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【根拠条文】 

 (指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定) 

第115条の12 第54条の2第1項本文の指定は、厚生労働省令で定めるところにより、地域密着

型介護予防サービス事業を行う者の申請により、地域密着型介護予防サービスの種類及び

当該地域密着型介護予防サービスの種類に係る地域密着型介護予防サービス事業を行う事

業所(以下この節において「事業所」という。)ごとに行い、当該指定をする市町村長がその

長である市町村が行う介護保険の被保険者(特定地域密着型介護予防サービスに係る指定

にあっては、当該市町村の区域内に所在する住所地特例対象施設に入所等をしている住所

地特例適用居宅要支援被保険者を含む。)に対する地域密着型介護予防サービス費及び特例

地域密着型介護予防サービス費の支給について、その効力を有する。 

2 市町村長は、前項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該当するときは、

第54条の2第1項本文の指定をしてはならない。 

(1) 申請者が市町村の条例で定める者でないとき。 

(2) 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第115条の14第1項の市

町村の条例で定める基準若しくは同項の市町村の条例で定める員数又は同条第5項に規

定する指定地域密着型介護予防サービスに従事する従業者に関する基準を満たしていな

いとき。 

(3) 申請者が、第115条の14第2項又は第5項に規定する指定地域密着型介護予防サービス

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準又は指定地域密着型介護予防

サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な地域密着型介護予防サービ

ス事業の運営をすることができないと認められるとき。 

(4) 当該申請に係る事業所が当該市町村の区域の外にある場合であって、その所在地の市

町村長の同意を得ていないとき。 

(4)の2 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることが

なくなるまでの者であるとき。 

(5) 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定める

ものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなく

なるまでの者であるとき。 

(5)の2 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に

処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

(5)の3 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義務を定めた

法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理由なく3月

以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保険料等の全てを引

き続き滞納している者であるとき。 

(6) 申請者(介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。)が、第115条

の19(第2号から第5号までを除く。)の規定により指定(介護予防認知症対応型共同生活介

護に係る指定を除く。)を取り消され、その取消しの日から起算して5年を経過しない者
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(当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政

手続法第15条の規定による通知があった日前60日以内に当該法人の役員等であった者で

当該取消しの日から起算して5年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が

法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前60日以内に当該事業所

の管理者であった者で当該取消しの日から起算して5年を経過しないものを含む。)であ

るとき。ただし、当該指定の取消しが、指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定の

取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止す

るための当該指定地域密着型介護予防サービス事業者による業務管理体制の整備につい

ての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定地域密着型介護予防サービス事業者

が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しない

こととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当

する場合を除く。 

(6)の2 申請者(介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。)が、第

115条の19(第2号から第5号までを除く。)の規定により指定(介護予防認知症対応型共同

生活介護に係る指定に限る。)を取り消され、その取消しの日から起算して5年を経過しな

い者(当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る

行政手続法第15条の規定による通知があった日前60日以内に当該法人の役員等であった

者で当該取消しの日から起算して5年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された

者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前60日以内に当該事

業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して5年を経過しないものを含む。)

であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定地域密着型介護予防サービス事業者の指

定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防

止するための当該指定地域密着型介護予防サービス事業者による業務管理体制の整備に

ついての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定地域密着型介護予防サービス事

業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当し

ないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに

該当する場合を除く。 

(6)の3 申請者と密接な関係を有する者が、第115条の19(第2号から第5号までを除く。)の

規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して5年を経過していないとき。

ただし、当該指定の取消しが、指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定の取消しの

うち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための

当該指定地域密着型介護予防サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組

の状況その他の当該事実に関して当該指定地域密着型介護予防サービス事業者が有して

いた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととす

ることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合

を除く。 

(7) 申請者が、第115条の19(第2号から第5号までを除く。)の規定による指定の取消しの処

分に係る行政手続法第15条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分

をしないことを決定する日までの間に第115条の15第2項の規定による事業の廃止の届出

をした者(当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。)で、当該届出の日から起

算して5年を経過しないものであるとき。 

(7)の2 前号に規定する期間内に第115条の15第2項の規定による事業の廃止の届出があっ

た場合において、申請者が、同号の通知の日前60日以内に当該届出に係る法人(当該事業

の廃止について相当の理由がある法人を除く。)の役員等又は当該届出に係る法人でない

事業所(当該事業の廃止について相当の理由があるものを除く。)の管理者であった者で、

当該届出の日から起算して5年を経過しないものであるとき。 
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(8) 申請者が、指定の申請前5年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為

をした者であるとき。 

(9) 申請者(介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。)が、法人で、

その役員等のうちに第4号の2から第6号まで又は前3号のいずれかに該当する者のあるも

のであるとき。 

(10) 申請者(介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。)が、法人

で、その役員等のうちに第4号の2から第5号の3まで、第6号の2又は第7号から第8号までの

いずれかに該当する者のあるものであるとき。 

(11) 申請者(介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。)が、法人で

ない事業所で、その管理者が第4号の2から第6号まで又は第7号から第8号までのいずれか

に該当する者であるとき。 

(12) 申請者(介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。)が、法人で

ない事業所で、その管理者が第4号の2から第5号の3まで、第6号の2又は第7号から第8号ま

でのいずれかに該当する者であるとき。 

3 市町村が前項第1号の条例を定めるに当たっては、厚生労働省令で定める基準に従い定め

るものとする。 

4 市町村長は、第1項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該当するときは、

第54条の2第1項本文の指定をしないことができる。 

(1) 申請者(介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。)が、第115条

の19第2号から第5号までの規定により指定(介護予防認知症対応型共同生活介護に係る

指定を除く。)を取り消され、その取消しの日から起算して5年を経過しない者(当該指定

を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第

15条の規定による通知があった日前60日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消

しの日から起算して5年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でな

い事業所である場合においては、当該通知があった日前60日以内に当該事業所の管理者

であった者で当該取消しの日から起算して5年を経過しないものを含む。)であるとき。 

(1)の2 申請者(介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。)が、第

115条の19第2号から第5号までの規定により指定(介護予防認知症対応型共同生活介護に

係る指定に限る。)を取り消され、その取消しの日から起算して5年を経過しない者(当該

指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続

法第15条の規定による通知があった日前60日以内に当該法人の役員等であった者で当該

取消しの日から起算して5年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人

でない事業所である場合においては、当該通知があった日前60日以内に当該事業所の管

理者であった者で当該取消しの日から起算して5年を経過しないものを含む。)であると

き。 

(1)の3 申請者と密接な関係を有する者が、第115条の19第2号から第5号までの規定により

指定を取り消され、その取消しの日から起算して5年を経過していないとき。 

(2) 申請者が、第115条の19第2号から第5号までの規定による指定の取消しの処分に係る

行政手続法第15条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしない

ことを決定する日までの間に第115条の15第2項の規定による事業の廃止の届出をした者

(当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。)で、当該届出の日から起算して5

年を経過しないものであるとき。 

(2)の2 申請者が、第115条の17第1項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日

(当該検査の結果に基づき第115条の19の規定による指定の取消しの処分に係る聴聞を行

うか否かの決定をすることが見込まれる日として厚生労働省令で定めるところにより市

町村長が当該申請者に当該検査が行われた日から10日以内に特定の日を通知した場合に
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おける当該特定の日をいう。)までの間に第115条の15第2項の規定による事業の廃止の届

出をした者(当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。)で、当該届出の日から

起算して5年を経過しないものであるとき。 

(2)の3 第2号に規定する期間内に第115条の15第2項の規定による事業の廃止の届出があ

った場合において、申請者が、同号の通知の日前60日以内に当該届出に係る法人(当該事

業の廃止について相当の理由がある法人を除く。)の役員等又は当該届出に係る法人でな

い事業所(当該事業の廃止について相当の理由があるものを除く。)の管理者であった者

で、当該届出の日から起算して5年を経過しないものであるとき。 

(3) 申請者(介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。)が、法人で、

その役員等のうちに第1号又は前3号のいずれかに該当する者のあるものであるとき。 

(4) 申請者(介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。)が、法人で、

その役員等のうちに第1号の2又は第2号から第2号の3までのいずれかに該当する者のあ

るものであるとき。 

(5) 申請者(介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。)が、法人で

ない事業所で、その管理者が第1号又は第2号から第2号の3までのいずれかに該当する者

であるとき。 

(6) 申請者(介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。)が、法人で

ない事業所で、その管理者が第1号の2又は第2号から第2号の3までのいずれかに該当する

者であるとき。 

【基準】 

 根拠条文に同じ。 

標準処理期間 30日 

備考

設 定 年 月 日 平成 28 年 4 月 1 日 最終変更年月日 平成 30 年 4 月 1 日 
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ID: 507
担当部署: 福祉部 監査指導課 

処分の概要 指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定の更新(第70条の2の準用) 

法 令 名

根 拠 条 項
介護保険法 第115条の21 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【根拠条文】 

 (指定の更新) 

第70条の2 第41条第1項本文の指定は、6年ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過

によって、その効力を失う。 

2 前項の更新の申請があった場合において、同項の期間(以下この条において「指定の有効期

間」という。)の満了の日までにその申請に対する処分がされないときは、従前の指定は、

指定の有効期間の満了後もその処分がされるまでの間は、なおその効力を有する。 

3 前項の場合において、指定の更新がされたときは、その指定の有効期間は、従前の指定の

有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。 

4 前条の規定は、第1項の指定の更新について準用する。 

 (準用) 

第115条の21 第70条の2の規定は、第54条の2第1項本文の指定について準用する。この場合に

おいて、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

【基準】 

 根拠条文に同じ。 

標準処理期間 30日 

備考

設 定 年 月 日 平成 28 年 4 月 1 日 最終変更年月日 平成 30 年 4 月 1 日 
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ID: 508
担当部署: 福祉部 監査指導課 

処分の概要 指定介護予防支援事業者の指定 

法 令 名

根 拠 条 項
介護保険法 第115条の22第1項 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【根拠条文】 

 (指定介護予防支援事業者の指定) 

第115条の22 第58条第1項の指定は、厚生労働省令で定めるところにより、第115条の46第1項

に規定する地域包括支援センターの設置者の申請により、介護予防支援事業を行う事業所

(以下この節において「事業所」という。)ごとに行い、当該指定をする市町村長がその長で

ある市町村が行う介護保険の被保険者(当該市町村が行う介護保険の住所地特例適用居宅

要支援被保険者を除き、当該市町村の区域内に所在する住所地特例対象施設に入所等をし

ている住所地特例適用居宅要支援被保険者を含む。)に対する介護予防サービス計画費及び

特例介護予防サービス計画費の支給について、その効力を有する。 

2 市町村長は、前項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該当するときは、

第58条第1項の指定をしてはならない。 

(1) 申請者が市町村の条例で定める者でないとき。 

(2) 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第115条の24第1項の市

町村の条例で定める基準及び同項の市町村の条例で定める員数を満たしていないとき。 

(3) 申請者が、第115条の24第2項に規定する指定介護予防支援に係る介護予防のための効

果的な支援の方法に関する基準又は指定介護予防支援の事業の運営に関する基準に従っ

て適正な介護予防支援事業の運営をすることができないと認められるとき。 

(3)の2 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることが

なくなるまでの者であるとき。 

(4) 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定める

ものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなく

なるまでの者であるとき。 

(4)の2 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に

処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

(4)の3 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義務を定めた

法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理由なく3月

以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保険料等の全てを引

き続き滞納している者であるとき。 

(5) 申請者が、第115条の29の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して

5年を経過しない者(当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消

しの処分に係る行政手続法第15条の規定による通知があった日前60日以内に当該法人の

役員等であった者で当該取消しの日から起算して5年を経過しないものを含み、当該指定

を取り消された者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前60

日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して5年を経過しな

いものを含む。)であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定介護予防支援事業者の

指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を

防止するための当該指定介護予防支援事業者による業務管理体制の整備についての取組



 芦屋市 法適用申請に対する処分個票 

の状況その他の当該事実に関して当該指定介護予防支援事業者が有していた責任の程度

を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当で

あると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

(5)の2 申請者と密接な関係を有する者が、第115条の29の規定により指定を取り消され、

その取消しの日から起算して5年を経過していないとき。ただし、当該指定の取消しが、

指定介護予防支援事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった

事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定介護予防支援事業者による業務管理

体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定介護予防支援事業

者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しな

いこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該

当する場合を除く。 

(6) 申請者が、第115条の29の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第15条の

規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日ま

での間に第115条の25第2項の規定による事業の廃止の届出をした者(当該事業の廃止に

ついて相当の理由がある者を除く。)で、当該届出の日から起算して5年を経過しないもの

であるとき。 

(6)の2 申請者が、第115条の27第1項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日

(当該検査の結果に基づき第115条の29の規定による指定の取消しの処分に係る聴聞を行

うか否かの決定をすることが見込まれる日として厚生労働省令で定めるところにより市

町村長が当該申請者に当該検査が行われた日から10日以内に特定の日を通知した場合に

おける当該特定の日をいう。)までの間に第115条の25第2項の規定による事業の廃止の届

出をした者(当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。)で、当該届出の日から

起算して5年を経過しないものであるとき。 

(6)の3 第6号に規定する期間内に第115条の25第2項の規定による事業の廃止の届出があ

った場合において、申請者が、同号の通知の日前60日以内に当該届出に係る法人(当該事

業の廃止について相当の理由がある法人を除く。)の役員等又は当該届出に係る法人でな

い事業所(当該事業の廃止について相当の理由があるものを除く。)の管理者であった者

で、当該届出の日から起算して5年を経過しないものであるとき。 

(7) 申請者が、指定の申請前5年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為

をした者であるとき。 

(8) 申請者が、法人で、その役員等のうちに第3号の2から第5号まで又は第6号から前号ま

でのいずれかに該当する者のあるものであるとき。 

(9) 申請者が、法人でない事業所で、その管理者が第3号の2から第5号まで又は第6号から

第7号までのいずれかに該当する者であるとき。 

【基準】 

 根拠条文に同じ。 

標準処理期間 30日 

備考

設 定 年 月 日 平成 28 年 4 月 1 日 最終変更年月日 平成 30 年 4 月 1 日 
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ID: 509
担当部署: 福祉部 監査指導課 

処分の概要 指定介護予防支援事業者の指定の更新(第70条の2の準用) 

法 令 名

根 拠 条 項
介護保険法 第115条の31 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【根拠条文】 

 (指定の更新) 

第70条の2 第41条第1項本文の指定は、6年ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過

によって、その効力を失う。 

2 前項の更新の申請があった場合において、同項の期間(以下この条において「指定の有効期

間」という。)の満了の日までにその申請に対する処分がされないときは、従前の指定は、

指定の有効期間の満了後もその処分がされるまでの間は、なおその効力を有する。 

3 前項の場合において、指定の更新がされたときは、その指定の有効期間は、従前の指定の

有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。 

4 前条の規定は、第1項の指定の更新について準用する。 

 (準用) 

第115条の31 第70条の2の規定は、第58条第1項の指定について準用する。この場合において、

必要な技術的読替えは、政令で定める。 

【基準】 

 根拠条文に同じ。 

標準処理期間 15日 

備考

設 定 年 月 日 平成 28 年 4 月 1 日 最終変更年月日 平成 30 年 4 月 1 日 
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ID: 1718
担当部署: 福祉部 監査指導課 

処分の概要 介護予防・日常生活支援総合事業(第1号訪問事業及び第1号通所事業)者の指定 

法 令 名

根 拠 条 項
介護保険法 第115条の45の5 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【根拠条文】 

 (指定事業者の指定) 

第115条の45の5 第115条の45の3第1項の指定(第115条の45の7第1項を除き、以下この章にお

いて「指定事業者の指定」という。)は、厚生労働省令で定めるところにより、第1号事業を

行う者の申請により、当該事業の種類及び当該事業の種類に係る当該第1号事業を行う事業

所ごとに行う。 

2 市町村長は、前項の申請があった場合において、申請者が、厚生労働省令で定める基準に

従って適正に第1号事業を行うことができないと認められるときは、指定事業者の指定をし

てはならない。 

【基準】 

 根拠条文及び省令第140条の63の6の規定による。 

(法第115条の45の5第2項の厚生労働省令で定める基準) 

第140条の63の6 法第115条の45の5第2項に規定する厚生労働省令で定める基準は、市町村が

定める基準であって、次のいずれかに該当するものとする。 

(1) 第1号事業(第1号生活支援事業を除く。)に係る基準として、次に掲げるいずれかに該

当する基準 

イ 介護保険法施行規則等の一部を改正する省令(平成27年厚生労働省令第4号)第5条の

規定による改正前の指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定

介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準(平成

18年厚生労働省令第35号。ロにおいて「旧指定介護予防サービス等基準」という。)に

規定する旧介護予防訪問介護若しくは旧介護予防通所介護に係る基準その他厚生労働

大臣が定める基準の例による基準又は指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並び

に指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準(平

成18年厚生労働省令第37号。ロにおいて「指定介護予防支援等基準」という。)に規定

する介護予防支援に係る基準の例による基準 

ロ 旧指定介護予防サービス等基準に規定する基準該当介護予防サービス(旧介護予防

訪問介護及び旧介護予防通所介護に係るものに限る。)に係る基準その他厚生労働大臣

が定める基準又は指定介護予防支援等基準に規定する基準該当介護予防支援に係る基

準の例による基準 

ハ 平成26年改正前法第54条第1項第3号又は法第59条第1項第2号に規定する離島その他

の地域であって厚生労働大臣が定める基準に該当するものに住所を有する居宅要支援

被保険者等が、平成26年改正前法第54条第1項第3号又は法第59条第1項第2号に規定す

るサービスを受けた場合における当該サービスの内容を勘案した基準 

(2) 第1号事業に係る基準として、当該第1号事業に係るサービスの内容等を勘案した基準

(前号に掲げるものを除く。) 
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標準処理期間 30日 

備考

設 定 年 月 日 平成 28 年 4 月 1 日 最終変更年月日 令和 3 年 10 月 1 日 
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ID: 1719
担当部署: 福祉部 監査指導課 

処分の概要 
介護予防・日常生活支援総合事業(第1号訪問事業及び第1号通所事業)者の指定

の更新 

法 令 名

根 拠 条 項
介護保険法 第115条の45の6第1項 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【根拠条文】 

 (指定の更新) 

第115条の45の6 指定事業者の指定は、厚生労働省令で定める期間ごとにその更新を受けな

ければ、その期間の経過によって、その効力を失う。 

2 前項の更新の申請があった場合において、同項の期間(以下この条において「有効期間」と

いう。)の満了の日までにその申請に対する処分がされないときは、従前の指定事業者の指

定は、有効期間の満了後もその処分がされるまでの間は、なおその効力を有する。 

3 前項の場合において、指定事業者の指定の更新がされたときは、その有効期間は、従前の

有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。 

4 前条の規定は、指定事業者の指定の更新について準用する。 

【基準】 

 根拠条文に同じ。 

標準処理期間 30日 

備考

設 定 年 月 日 平成 28 年 4 月 1 日 最終変更年月日 令和 3 年 10 月 1 日 


